
 

 

令和３年度 第２回 

 

地域包括支援に関する会議 

 

 

 

 資 料 １  
 

 

２ 議事 

 （１）地域ケア会議の実施状況について 

 

      

   





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施主体 
会議の 

種類 

地域ケアの５つの種類 

個別課題 

解決機能 

ネットワー

ク構築機能 

地域課題 

発見機能 

地域づくり 

資源開発機能 

政策形成 

機能 

地域包括支援

センター 

【地域レベル】 

地域ケア 

個別会議 
○ ○ ○ ○ × 

保健福祉課 

【区レベル】 

包括ケア 

会議 
○ ○ ○ ○ × 

市 

【市レベル】 

高齢者支援

と介護の質

の向上推進

会議 

× ○ ○ ○ ○ 

地域ケア会議について 

国が示す地域ケア会議の役割 

地域課題 

発見 
政策形成 

地域づくり・ 

資源開発 

ネットワーク 

構築 

個別課題 

解決 

北九州市での実施 

地域包括支援センター 保健福祉課 市レベル 

【地域ケア個別会議】 

自立支援により一層の

主眼を置き、専門職から

のアドバイスを加えて

実施 

【包括ケア会議】 

◆地域ケア個別会議の

報告・地域課題の検討 

◆訪問介護の回数が多

いケアプラン検証（平成

30年 12 月開始） 

【高齢者支援と介護の質

の向上推進会議】 

 

○地域ケア会議は、地域包括ケアシステムの実現のための有効なツールである。 

○具体的には、個別事例の検討を通じて、多職種協働によるケアマネジメント

支援を行うとともに、地域のネットワーク構築につなげる。 
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市役所 市役所

市民文化スポーツ局
地域振興課

市民活動推進課
生涯学習課

安全・安心推進課
安全・安心都市整備課

建築都市局
住宅計画課

都市交通政策課
空き家活用推進室

保健福祉局
長寿社会対策課

認知症支援・介護予防ｾﾝﾀｰ

地域福祉推進課
介護保険課
地域医療課
健康推進課

危機管理室
産業経済局

区役所 第１層協議体 包括ケア会議 区役所

保健福祉課
いのちをつなぐﾈｯﾄﾜｰｸ係
高齢者・障害者相談係

地域保健係

コミュニティ支援課

区社会福祉協議会
地域支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

地区担当職員

【役　割】
・第2層協議体の課題の集約、調整

・区レベルでの互助の仕組み・資源開発

【既存組織】
保健・医療・福祉・地域連携推進協議会

【参加者（例）】
三師会、地域団体、福祉団体、ＮＰＯ、
学校関係、郵便局、企業、行政機関等

【役　割】
・困難事例に対する助言、専門的・技術的支援

・地域ケア個別会議の課題集約

【主催者】
保健福祉課・統括支援センター

【参加者】
保健・医療・福祉関係者、弁護士、

まちづくり関係団体等から10名程度の委員

保健福祉課
統括支援センター

高齢者・障害者相談係

区役所 第２層協議体 地域ケア個別会議 区役所

保健福祉課
いのちをつなぐﾈｯﾄﾜｰｸ係

地域保健係

コミュニティ支援課

区社会福祉協議会
地域支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

地区担当職員

・
調
整

活
動
支
援

【役　割】
・共助社会づくりに向けた意識統一
・地域ニーズ・資源の見える化
・生活支援サービス・資源開発

・地域の担い手・事業所・店舗への働きかけ

【既存組織】
校（地）区社協連絡調整会議

まちづくり協議会

【参加者（例）】
社協・自治会、民生委員、福祉協力員、ＮＰＯ、

生協、学校、福祉事業所、商店、行政等

【役　割】
・高齢者の自立支援

・個別事例の解決を通じた地域課題把握
・地域資源を活用した解決策の検討

・関係者とのネットワーク構築

【主催者】
地域包括支援センター

【参加者】
本人・家族、民生委員や自治会等の地域住民、
保健・医療・福祉関係者、介護保険事業者、

行政職員

活
動
支
援

・
調
整

保健福祉課
地域包括支援センター
高齢者・障害者相談係

地域保健係

区・市役所等 区・市役所等

「生活支援」・「介護予防」

●ふれあいネットワークの活動充実
（見守り・ゴミ出し・ちょっとした助け合い）
●住民主体の介護予防活動の推進

●多様な主体による生活支援サービスの創出
（買い物・外出・食事・家事支援、サロンづくり）

「医療」・「介護」

●在宅医療、かかりつけ医の推進
●医療・介護の連携推進

●在宅系サービス（訪問・通所介護）
●地域密着型介護サービスの充実

市　レ　ベ　ル

区　レ　ベ　ル

校　区　・　日　常　生　活　圏　域　レ　ベ　ル

校（地）区社会福祉協議会

ＮＰＯ、ボランティア団体

【役　割】
地域包括ケアシステム構築のための市レベルの課題把握、政策形成、全体調整

【既存組織】
・社会福祉審議会

・高齢者支援と介護の質の向上推進会議
・いのちをつなぐネットワーク推進会議　など

民生委員・福祉協力員

　かかりつけ医・歯科医・薬剤師

地域包括ケアシステム構築に向けた地域の体制づくり（イメージ）

「住まい」
●居住支援　●サービス付高齢者住宅　●住宅改修

市民センター館長・職員

民間事業所、店舗

ケアマネジャー

介護・福祉事業所

資源開発
依頼

地域資源
情報

保健福祉課（区）
いのちをつなぐﾈｯﾄﾜｰｸ係

コミュニティ支援課（区）

市・区社会福祉協議会
地域支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
ボランティアセンター

保健福祉局
地域福祉推進課
長寿社会対策課

市民文化スポーツ局
市民活動サポートセンター

地域振興課
生涯学習課

安全・安心推進課

危機管理室・消防局

産業経済局
雇用政策課

商業・サービス産業政策課

保健福祉課（区）
統括支援センター

地域包括支援センター
高齢者・障害者相談係

地域保健係

在宅医療・介護連携
支援センター（5地区）

保健福祉局
介護保険課
地域医療課
健康推進課

認知症支援・介護予防
センター

地　域　包　括　ケ　ア　シ　ス　テ　ム

自治会、まちづくり協議会

地　域　の　担　い　手

健康づくり・食生活改善推進員

認知症サポーター

介護予防普及員

人
材
育
成
・活
動
支
援

人
材
育
成
・活
動
支
援

開
催
・出
席

開
催
・出
席

情
報
共
有
・調
整

情

報

共

有

情
報
共
有
・調
整

協議への参加
協議要望

人材発掘・育成

活動促進

広域課題
政策要望

広域での課題解決・資源開発

政策効果

広域課題 広域での課題解決・資源開発

自助・互助・共助・公助
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令和２年度 地域ケア個別会議（地域ケア会議）について 

 
 

地域包括支援センターが開催する地域ケア個別会議の令和２年度の実績について

報告する。 
 

１ 会議について 

（１） 開催回数 

４０７回     定例開催：３３４回（令和元年９月より毎月開催） 
（令和元年度３１８回） 随時開催： ７３回（必要時） 
 
（２） 出席者（構成員）種別及び延べ人数 

事例に関わる介護保険事業者（通所系サービスの担当者、訪問系サービスの担当

者）は、ほとんどの会議に参加しており、状況に応じて本人・家族、地域支援者（民

生委員等）が参加している。 
アドバイザーは、区役所あるいは委託の理学療法士または作業療法士がほぼ毎回

参加、必要に応じて管理栄養士や地域担当保健師、地域支援コーディネーター、在

宅医療・介護連携支援センター職員等が参加している。 
その他として、精神保健福祉相談員、生活困窮者支援担当（行政）、難病支援担

当（行政）、歯科衛生士（行政）、警察、施設関係者（相談員等）、薬局など事例に

応じた関係者が参加している。 
 

出席者（職種） 延べ人数 

出
席
者
・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー 

本人 １４ 
家族 ５ 
地域住民（民生委員含む） １０ 
介護支援専門員 ２１２ 
通所系サービスの担当者 １３０ 
訪問系サービスの担当者 ９１ 
福祉用具事業者 ９６ 
医療関係者 ９ 
理学療法士または作業療法士 ２９３ 
管理栄養士 １９２ 
地域担当保健師 ２ 
地域支援コーディネーター ２８８ 
統括支援センター（アドバイザー） ６８ 
保護課ケースワーカー １１ 
その他 １３８ 
小計 １，５５９ 

主催者 地域包括支援センター １，５７０ 
オブザーバー 統括支援センター ６８３ 

合計 ２，２５３ 
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２ 検討事例について 

（１）担当者別事例件数 

○地域包括支援センターがケアマネジメントを担当している事例  ２３２件 

○居宅介護支援事業者がケアマネジメントを担当している事例   １７５件 

（２）選定理由 

地域包括支援センター職員の場合は、自立支援に資するケアマネジメントの実践

力向上と運営能力習得のために、担当している事例を選定しており、自立支援の事

例が中心となっている。 

   居宅介護支援事業者の場合は、ケアマネジャーの処遇困難事例や相談のあった事

例が中心となっている。 

 

選定理由（重複あり） 該当数 
要支援認定者 ３０７ 
困難を感じている事例 １１７ 
地域課題 ２８ 

 

  

３ 実施結果 
○課題整理表を用いることで、対象者の状態や課題について関係者間で共有するこ

とができ、見通しや優先順位を踏まえた具体的な支援内容を検討できた。 
○関係者の協議やアドバイザーに助言を受けることで、出席者のスキルアップにな

った。ケアプランやアセスメントを見直すことができ、適切な支援に繋がった。 
○通いの場、外出、見守り、災害時の避難方法等の地域課題が出され、一部地域の

支援につながった。 
○地域支援コーディネーターがアドバイザーとして参加し、地域のサロン等、地域

の社会資源の情報提供を受けていたが、コロナ禍で社会資源が減少した。 
○居宅介護支援事業者からの事例も増え、困難事例の解決や地域課題の検討、情報

提供に繋がった事例もある。また、地域包括支援センターがケアマネジャーと共

に課題整理を行うなかで、自立支援・重度化防止の推進に向けケアマネジメント

支援を行っている。 
〇新型コロナウィルス感染症拡大に伴い、中止等を余儀なくされたが、書面開催や

参加者の制限等により工夫して開催した。 
 
４ 包括ケア会議への報告 

   区で２ヶ月に１回開催している包括ケア会議で、地域課題を含めた検討結果を報

告し、助言を受けるとともに、介護保険制度だけでは解決できない地域課題につい

て共有している。 

 

 

 

会議の機能（重複あり） 該当数 
個別課題解決 ３６４ 
ネットワークの構築 ４８ 
地域課題発見 ３２ 
地域づくり資源開発 １１ 
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５ 今後の課題 

（１） 地域ケア個別会議の効果的な運営方法について、オンライン開催が可能な環境

整備 

（２） 自立支援型ケアプランに向けての支援方法 

（３） 地域課題の解決に向けてネットワークの構築 

（４） 新型コロナウイルス感染症の対策 

 

６ その他 

〇 平成３０年１２月から地域ケア会議（包括ケア会議）において「訪問介護（生

活援助中心型）の回数が多いケアプランの検証を行っている。令和２年度は全区

で１０件であり、そのうち包括ケア会議での検証実施は０件であった。 

（令和元年度は１５件を受け付け、包括ケア会議での検証は１件） 
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令和２年度 地域ケア個別会議における地域課題について 

＜地域課題の検討事例と対応（抜粋）＞ 

地域課題 事   例 具体策の提案・課題 事   後 

通いの場 

住まい 

 

80代の単身男性。要支援２。

デイサービス利用。 

居住していたマンションに

エレベーターがなく、高齢者

向け優良賃貸住宅に転居。 

転居後に気力が低下し、運動

量が減少。食事内容も偏りが

あり肥満傾向で、下肢に浮腫

がある。近隣に知人はおら

ず、交流がない。 

・下腿に浮腫があることから、内科の

主治医に内科疾患を確認する必要が

ある。浮腫の転倒リスクを考え靴選び

も大切。 

・本人の趣味であるウクレレやカラオ

ケのクラブがある市民センターの情

報を提供。 

 

・足に合った靴を購入後、デイサー

ビスの支援により、歩行状態が改善

した。近くのコンビニまでバスを利

用していたが、歩いていけるように

なった。 

・モップを活用し、掃除を行うよう

になった。 

・デイサービスでの交流は積極的。 

・コロナが収束したらウクレレ等の

趣味活動を行う予定。 

 

独 居 

災 害 

 

90代後半の要支援2の女性。

デイサービス利用。 

自立して単身で生活してい

る。自宅で最後まで生活した

いという強い意向がある。 

夫は特別養護老人ホームに

入所中で、コロナ禍で面会は

できない。本人は現在の生活

について特に困っていない。 

・今後の具体的な生活（ＡＣＰ※含む）

について家族（義弟）も含めて相談し

ておく。 

・あんしん通報システム、民間システ

ムの利用検討。 

 
※ACP（アドバンス・ケア・プランニング・人生会

議）とは、もしものときのために、自らが望む医療

やケアについて、前もって考え、繰り返し話し合い、

共有する取組のこと。 

・会議後に自宅で転倒したが、骨折

はなし。痛みが継続し、気弱になっ

たため、施設につても検討するよう

になった。 

・ＡＣＰについて、90代後半であり、

延命処置等について希望はされな

いことが家族、ケアマネジャー間で

確認された。 

・あんしん通報システム利用開始。 

・とびうめ＠きたきゅう登録済。 

市民センターの近くに住ん

でいる。大型台風の際に避難

を勧めたが、拒否。 

 

・避難時の避難先を確認。自宅内での

安全な場所を本人に伝え、地域にも周

知しておく。 

 

・避難所に行くのを拒否（トイレな

どが大変）されるので自宅内での安

全な場所を本人と確認した。 

・ケアマネジャーと民生委員と顔合

わせ済。 

買い物の際、横断歩道を渡ら

ず、危険。 

・道路の横断は危険なので別ルートを

提案する。 

・教えてもらった道の方が段差がな

くて歩きやすかったと話され、、安

全な買い物ルートを利用できるよ

うになった。 

 

外 出 

80代男性。元々社交的で地域

の役員をしており、虚弱高齢

者の支援を行っていた。 

腰椎圧迫骨折の既往があり、

腰痛あり、下肢筋力が低下し

ている。痛みのために、気力

も低下している。今後は状況

によっては、免許返納の必要

がある。 

 

・モチベーションの部分が課題であ

る。以前のように地域での役割がある

と良い。運転免許を返納するとさらに

意欲が低下するのではないか。 

・コロナ禍で市民センター活動が少な

くなっている。これまで本人が地域に

行ってきた支援の経験をアドバイス

できれば良い。 

・デイサービスでは筋力アップの支

援、モチベーションアップの声掛けを

する。 

・デイサービス職員がモチベーショ

ンアップのために地域のサロンや

催しが再開した後に、筋力向上の成

功者としての発表の機会を提案し

ている。 

 

・デイサービスでは運動の事を地域

の皆に教えてあげたいと意欲が出

ている。 

別紙１ 
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令和２年度 包括ケア会議における地域課題について 

項目  地域課題 包括ケア会議での意見 

通いの場 

 

・ＡＤＬが低下し、集う場への移送等の支援が必

要な高齢者の社会資源が今のところあまりない。 

・男性の参加しやすい居場所があると良い。 

・ボランティア活動において、世話をされる側と

する側に分けるのではなく、皆でできることをす

るという考え方になっている。 

・クラブ活動はさかんだが、民生委員、福祉協力

員が不在でリーダーとなる人材がいない。 

・サロン等地域資源に関する情報がタイムリーに確

認できるホームページや地域の拠点があると気軽

に相談できてよい。 

住まい 

災 害 

・利便性が良いと自ら判断し、転居した単身の高

齢者が、転居後に友人もおらず、思っていた生活

よりは不便であると感じて閉じこもってしまう。 

・他県より転居してきた高齢者は地域とのつなが

りがない。 

・急斜面が多い地域に居住しており、外出が難し

い。 

・坂の多い住環境とADLの適合性の問題、移送等を

最大限活用しても今後のインフラの改善が難しけ

れば、住居の変更を考慮してはどうか。 

・坂の多い地域では今後も住まい方の問題が出てく

るであろう。入所という方向ではない住み替えにつ

いて考える必要がある。 

・災害時の避難方法について、地域の方の協力が必

須。町内会単位で具体的なシミュレーションが必

要。現在の住居についてハザードマップ上の評価を

確認し、状況によっては転居も検討する。 

 

新型コ

ロナウ

イルス

感染症

の影響 

 

・通いの場の同行について調整済みだが、コロナ

禍で会が中止になった。 

・コロナ禍でも感染対策（消毒・換気・人数制限）

の上、少しずつサロンを開始しているところもあ

る。 

・地域の市民センター等での催し物の多くが中止

となっている。 

・Withコロナを考えたうえでの地域でのサロンの開

催について、通所介護や健康教室の中で健康アプリ

の使い方を習うなど、感染対策をしたうえで人との

かかわりを増やすことが必要。 

・家族が新型コロナウイルス感染症を恐れ、デイサ

ービスの利用を控えるように助言している利用者

についての意見として、コロナ禍で外部との交流を

控え、閉じこもった結果、身体機能の低下や認知症

の進行等の問題が増加している。デイサービスで行

われている感染対策を説明する、利用しないことの

デメリットを十分情報提供するなど、不安を払拭す

べき。 

 

外 出 

買い物 

 

・買い物や通院等の便が悪くなるために運転免許

の返納に踏み切れない。障害福祉サービスについ

て送迎を活用することについての抵抗はない。 

・運転免許の返納について、タクシー代がかかる

ことがネックになっている。 

・バス停までが遠く30分かかるため、移動手段が

ない。 

・バス停に椅子のある所とないところがある。椅

子の設置には警察や地域の許可が必要。 

・運転免許返納後の対応について、自動車購入費や

維持費等を勘案するとタクシーを利用したほうが

経済的であるとの統計がある。 

・移動支援の必要性について、薬局窓口でも感じる

ことが多いので、何らかの対策が必要である。 

 

■検討が必要な事項 

・コロナ禍での通いの場のあり方及び活動について（別紙２） 

・独居高齢者の災害時の対応について 
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コロナ禍における介護予防（論点整理）

◆コロナ禍で通いの場が中止
◆コロナ禍で外出を控える
◆コロナ禍で受診控え

新型コロナウイルス
感染拡大

◆家の中だけの生活（孤立）
◆誰ともしゃべらない
◆服薬中断

◆身体機能の低下
◆健康状態悪化
◆うつ状態
◆認知機能低下

◆寝たきり状態
◆施設入所
◆入院

◆介護給付費増加
◆医療費増加

コロナ禍の孤立対策⇒介護予防（重症化予防）
テーマはつながり⇒コロナ禍における「通いの場」

【骨太方針2021】コロナ禍の心身の健康問題の対応、デジタル化の加速、孤独・孤立対策、
人と人とのつながりを実感できる地域づくり、予防・重症化予防・健康づくりへの支援の推進

現
状

課
題

本
日
の
検
討

コロナ禍（アフターコロナも見据えて）での通い場のあり方及び活動について

高齢者の身体機能及び認知機能低下防止、重症化予防目指すところ

別紙２
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